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越谷市生活困窮者等就労準備支援事業業務委託企画提案に係る実施要領

１．実施概要 

越谷市生活困窮者等就労準備支援事業に係る業務委託を締結するにあたり、委託先の

専門知識・実績・対応能力等を見極め、本業務に最適な業者を選考する。

２．業務委託に関する事項

（１）業務名

越谷市生活困窮者等就労準備支援事業業務委託

（２）履行場所

   越谷市内全域及び支援により訪問する市外関係機関

（３）業務内容

別紙「越谷市生活困窮者等就労準備支援事業業務委託仕様書」参照

（４）履行期間

令和４年（2022年）８月１日から令和５年（2023年）３月３１日まで

（５）委託料限度額

１６，５００，０００円（８か月の合計 消費税額及び地方消費税額を含む。）

本委託業務の契約締結に係る限度額であり、見積金額が限度額を超えた場合には 

審査自体を行わない。

３．選考形式

  企画提案書提出方式

提出された企画提案書に基づき、専門性、実績、企画力、実効性などを勘案し、その

評価と見積金額により総合的な見地から判断して相手方を決定する。

４．参加資格基準

  この企画提案選考に参加しようとする者は、次のすべての要件に該当する者とす
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る。

なお、参加資格を満たしていない場合は、参加申込受付の段階で失格となる。

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれにも該当しない者である

こと。

（２）参加申込書等受付の締切日から契約締結までの期間に、越谷市の契約に係る指

名停止等の措置要綱（平成３０年告示第３４９号）に基づく指名停止措置を受

けていない者であること。

（３）参加申込書等受付の締切日から契約締結までの期間に、越谷市の締結する契約

からの暴力団排除措置に関する要綱（平成９年告示第８号）に基づく指名除外

措置を受けていない者であること。

（４）参加申込書等受付の締切日から契約締結までの期間に、越谷市競争入札参加資

格業者実態調査実施要綱（平成２６年告示第２０２号）に基づく入札参加制限

措置を受けていない者であること。

（５）参加申込書等受付の締切日から契約締結までの期間に、国又は他の地方公共団

体のうち、その行政区域に越谷市を含む発注機関から指名停止措置又は指名除

外措置を受けている者にあっては、市長が特にプロポーザルに参加させること

が適当と認める者であること。

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第

２２５号）の適用を申請した者にあっては、会社更生法又は民事再生法に基づ

く裁判所からの更生手続開始又は再生手続開始の決定がされており、かつ、本

市の再審査を受け参加申込締切日において入札参加資格を有する者であるこ

と。

（７）本プロポーザルに参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がない者で

あること。

（８）破産法（平成１６ 年法律第７５ 号）第１８ 条又は第１９ 条の規定による破

産の申立てがなされていないこと。

（９）民事執行法（昭和５４ 年法律第４ 号）に基づく仮差押等金銭債権に対する強
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制執行若しくは国税、地方税その他の公課について滞納処分による強制執行の

措置を受け、支払いが不能となっていないこと、又は、第三者の債権保全の請

求が常態となっていないこと。

（９）消費税及び地方消費税、法人税並びに本市と直接取引をする本店又は支店、営

業所等の所在地の市町村税の滞納がない者であること。

（10）個人情報の取扱いについて適切な保護措置を講じていること。

５．書類の配布

 （１）配布期間

令和４年(2022年)５月１３日（金）から令和４年(2022年)５月２４日（火）

まで

 （２）配布場所

   越谷市公式ホームページからダウンロード

   ※越谷市役所第三庁舎２階 生活福祉課窓口でも配布

６．参加申込受付

（１）提出期限 令和４年(2022年)５月２４日（火）１７時００分まで

（２）提出場所 福祉部 生活福祉課

（３）提出方法 郵送（書留扱い・必着）又は持参

（４）提出書類及び提出部数（②から⑥は法人の場合のみ）

①参加申込書（様式１）：１部

②履歴事項全部証明書（登記簿謄本） 写し：１部

（提出日前３か月以内のもの）

③定款等（規約その他団体の目的、組織及び運営の方法を定めた書類） 写し：１部

④役員名簿 写し：１部

⑤法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の３） 写し：１部

（提出日前３か月以内のもの）
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⑥財務諸表（直近のもの） 写し：１部

⑦申請する事業所が越谷市内にある者については、「法人税、（給与）特別徴収義務

者用市・県民税、固定資産税・都市計画税、軽自動車税、事業所税」の納税義務が

ある場合、申請日前３か月以内に発行した直近１年分の納税証明書（写し可）、営

業届出済証明書

７．企画提案書受付

（１）提出期限 令和４年(2022年)６月８日（水）１７時００分まで

（２）提出場所 福祉部 生活福祉課

（３）提出方法 郵送（書留扱い・必着）又は持参

（４）提出書類及び提出部数

①企画提案書（様式３） 正：１部 写し：４部（企画提案書についてデータで

の提出は不可とする）

※企画提案書については最大２０頁の構成とする。（企画提案書の表紙 につい

ては頁に含めないとする）

２０頁を超える企画提案書を提出した場合は失格とする。なお、企画 提案書

で示されている各項目については２０頁以内ですべて提案すること。また、補足

資料については 選考対象としない。

※企画提案書の書式設定については次に掲げる設定とする。

ア 余白 上２５ミリ・下２４ミリ・左３０ミリ・右２５ミリ

イ フォントの設定 （日本語用）ＭＳ明朝

（英数字用）日本語用と同じフォント

（サ イ ズ）１１ポイント以上

 ②業務経歴書（任意様式） 正：１部 写し：４部

  ※会社概要及び取引実績等を記載したもの。

 ③従事予定者履歴書（任意様式、写真不要） 写し：５部

  ※内容については職歴および資格の記載があれば可能。
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  ④見積書（様式４） 正：１部

  ⑤見積明細書 正：１部

   ※見積書作成に係る注意事項

  ア 履行期間 令和４年(2022年)８月１日から令和５年(2023年)３月３１日まで

  イ 委託料限度額 １６，５００，０００円以下（消費税及び地方消費税含む）

ウ 見積金額には、貴社が消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積った契約希望金額（課税事業者は、消費税及

び地方消費税を加算した金額）の 110分の 100に相当する金額を記載するこ

と。

エ 見積書及び見積明細書には、件名、金額、住所、法人名等及び代表者（代理

人で競争入札参加資格を登録している場合は、代理人）を記載し、代表者印

（代理人の場合は、代理人の印）を押印すること。

オ 見積書には、必ず見積った契約希望金額の明細となる見積明細書（課税事業

者は、消費税及び地方消費税を加算した明細とすること）を添付すること。

見積書記載金額と見積明細書の合計金額は一致しないので注意すること。

カ 見積明細書の様式は問わない。

キ 見積書、見積明細書及び人件費に関する内訳書は件名及び法人名等を記載し

た封筒に入れ、封緘して提出すること。

８．選考方法

越谷市生活困窮者等就労準備支援事業業務委託プロポーザル審査選考委員会（以下

「選考委員会」という。）により、提出書類の審査を行い、委託予定業者を選定する。

選考委員会の委員が下記の評価表に基づき評価、採点を行い、各委員の得点を合計し

た点数が最も高い参加者（応募者）を委託予定業者とする。ただし、合計得点が１位

となった参加者が複数ある場合は、その者の内で価格が最も低い参加者を委託予定業

者とする。なお、価格について同価格であった場合は越谷市契約規則に基づいて委託

予定業者を決定する。
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参加者が１者の場合は、６頁の評価表にある評価項目のうち２から４の項目につい

て、それぞれの配点の７０％以上を得た場合かつ、評価項目１から４について、合計

配点の７０％以上を得た場合に委託予定業者とする。

【評価表】

評価項目 評価基準 
配点（満

点） 

1 受託実績 
・同種の業務契約（就労準備支援事業・就労支援・アウトリーチ活

動）の実績数 
１０点 

2 受託体制 

・従事職員の配置・資格・経験 

・従事職員の欠員時対応 

・相談員の育成（確保） 

１８点 

3 計画評価 

・越谷市の現状及び課題について把握し、正しく理解しているか 

・事業を行うにあたって具体的な支援計画が示されているか 

・実績報告体制について 

１８点 

4 実効性評価

・対象者に対する面接やアセスメントにおける着眼点、具体的な

手法について 

・生活困窮からの脱却に向けた相談支援や就労支援の具体的手

法について 

・個人情報の取扱について 

・その他独自の取組やアピールポイン等 

２４点 

5 価格評価 ・見積金額の評価 ３０点 

合計得点 １００点 

＜注意事項＞

① 選考への参加に関する一切の費用は参加者の負担とする。

② 提出期限までに必要書類が提出されない場合は、失格とする。
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③ 提出された見積書は、これを書換え、引換え又は撤回することはできない。ま

た、提出書類は返却しないこととする。

④ 提出された企画提案書に虚偽又は不正があった場合には、企画提案書を無効と

し、失格とする。

⑤ 特定した提案内容については、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（平成１１年法律第４２号）」において、行政機関が取得した文書について、開

示請求者から開示請求があった場合は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害

するおそれがないものについては、開示対象となる場合がある。

⑥ 企画提案書の提出後において、原則として企画提案書に記載された内容の変更は

認めない。また、企画提案書に記載した配置予定者は、原則として変更できない

ものとする。ただし、病気、死亡、退職等のやむを得ない理由により変更を行う

場合には、同等以上の資格、能力等を有する者であり、あらかじめ発注者の同意

を得なければならない。なお、休暇、繁忙期等における人員についてはこの限り

ではない。

⑦ 企画提案にあたり、著しく信義に反する行為があったと選考委員会が認めた場

合、失格とする。

⑧ 選考委員会において、１位として決定した者は、企画競争の実施の結果、最適な

者として特定したものであるが、地方自治法等に基づく契約手続きの完了まで

は、契約関係は生じるものではない。

⑨ 辞退又は特別な理由により委託予定業者と契約締結ができない場合は、委託予定

業者の選定時に順位付けをした順に契約交渉を行う。契約を辞退したことによ

り、以後の選定、競争入札について不利益な取扱いを受けるものではない。

⑩ 選考結果は、別途通知することとする。

⑪ 選考結果についての問い合わせ及び異議申し立てには一切応じない。

９．質疑方法

（１）第一回質問締め切り
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  質問内容 参加申し込み、参加資格の審査に関する質問

質問期間 令和４年(2022年) ５月２０日（金）１７時００分まで

質問方法 電子メールに「質問書（様式２）」（越谷市公式ホームページに掲載）を添

付して質問

回答方法 電子メールにて質問者に対して随時回答

       令和４年(2022年)５月２３日（月）全ての質問に対する回答を越谷市公

式ホームページに掲載

（２）第二回質問締め切り

  質問内容 企画提案に関する質問

  質問期間 令和４年 (2022年) ５月３１日（火）１７時００分まで

質問方法 電子メールに「質問書（様式２）」（越谷市公式ホームページに掲載）を添

付して質問

回答日時 令和４年 (2022年) ６月３日（金）１５時００分から

回答方法 電子メールにて参加者全員に対して回答

※質問者は参加申込みを提出した者に限る
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１０．選定スケジュール

令和４年５月１３日（金） 募集開始（ホームページ掲載）

令和４年５月２０日（金） 第一回質問締め切り（質問者に随時回答）

令和４年５月２３日（月） 第一回質問回答日（ホームページ掲載）

令和４年５月２４日（火） 参加申込書提出期限

令和４年５月３１日（火） 第二回質問締め切り

令和４年６月 ３日（金） 第二回質問回答日

令和４年６月 ８日（水） 企画提案書提出締め切り

令和４年６月１６日（木） 選考委員会

令和４年６月２１日（火） 選考結果通知発送

【問合せ】

〒３４３―８５０１ 越谷市越ヶ谷四丁目２番１号 越谷市福祉部生活福祉課 

Ｅメールアドレス：seikatsufukushi＠city.koshigaya.lg.jp  電話：048-963-9162


